
資料５

電力広域的運営推進機関の２０２１年度 

予算及び事業計画の認可について 

 

１．審査方法

広域機関から申請のあった２０２１年度予算及び事業計画について、「電気事業法に基

づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平成１２・０５・２９資第１６号。以下「審

査基準」という。）第１（３７）に基づき、当委員会事務局において審査を行った。

２．審査結果

２０２１年度予算及び事業計画について、審査基準第１（３７）に照らして適正である

ことを確認した（別紙参照）。

３．経済産業大臣への回答

上記２．の審査結果を踏まえ、当委員会として、経済財産業大臣が本申請に係る認可を

することに異存はない旨、資料５―２のとおり、経済産業大臣に回答することとしたい。 

（趣旨）

電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）から、令和３年３月２日付け

で経済産業大臣宛てに２０２１年度予算及び事業計画の認可申請があり、同月１０日付

けで経済産業大臣から電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）へ意見

を求められたところ（資料５－１）。

これに係る審査を実施したので、経済産業大臣への回答について御審議いただく。

1



別紙 

 
 

広域機関の２０２１年度予算及び事業計画の審査結果 
審査基準第１（３７） 審査結果 

① 予算にあっては、広域的運営推進機関の財務及び会

計に関する省令（平成２７年経済産業省令第１２

号。以下「財務会計省令」という。）第３条から第

６条までの規定に基づいていること。 

 財務会計省令に基づき、「予算総則」、「収入支出予算」、「予備費」が適正に

計上されていることを確認した。 

② 予算にあっては、広域的運営推進機関が業務を適正

かつ確実に実施するために必要十分な費用を計上

し、別添２の１．（６）に規定する会費、特別会費

及び補てん金を収入としていること。 

 ①広域機関システムの制度対応に関する設計・開発費用、②容量市場システ

ムの実需給期間業務のシステム化に向けた要件定義・運用設計費用など、業

務を適正かつ確実に実施するために必要な費用が適正に計上されているこ

とを確認した。 
 また、全会員からの会費、一般送配電事業者からの特別会費及び前年度繰越

金を収入として適正に計上していることを確認した。 
③ 予算における人件費その他の費用にあっては、原則

として、一般送配電事業託送供給等約款料金審査要

領その他の料金審査に係る考え方と齟齬がないこ

と。 

 人件費については、事業計画を踏まえた適切な人員計画が立てられ、この計

画に基づき適正に計上されていることを確認した。 
 その他の費用については、個別件名毎に内容を確認し、託送原価として認め

られない費用や過剰な計上がないことを確認し、一般送配電事業託送供給等

約款料金審査要領その他の料金審査に係る考え方と齟齬がないことを確認

した。 
⑤ 事業計画にあっては、財務会計省令第１０条の規定

に基づいていること。 
 

 国の審議会等において示された方針を踏まえて、以下の諸制度への対応が盛

り込まれているなど、事業計画は適当と考えられる。 
 災害復旧費用の相互扶助制度の運用 
 地域間連系線等整備費用の一部への再エネ賦課金方式の交付金等の交付 
 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT 制度）に関する交付金の

交付、FIP 制度に関するプレミアムの交付及び太陽光パネル等の廃棄費

用の積立金の管理 
⑥ 調達に当たっては、入札等を行うことを原則として

いること。 
 調達件名毎に内容を確認し、入札実施等を踏まえた費用が計上されているこ

とを確認した。 
※審査基準第１（３７）④は、「広域的運営推進機関の成立の日を含む事業年度」に関する審査基準のため、該当なし。 
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【参考】関係法令等 

 

●電気事業法（昭和三十六年法律第百七十号）（抜粋） 

 

（予算等の認可） 

第二十八条の四十八 推進機関は、毎事業年度、予算及び事業計画を作成し、当該事業年度

の開始前に（推進機関の成立の日を含む事業年度にあつては、成立後遅滞なく）、経済産

業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 

（委員会の意見の聴取） 

第六十六条の十一 経済産業大臣は、次に掲げる場合には、あらかじめ、委員会の意見を聴

かなければならない。 

一〜四 （略） 

五 第十条第一項若しくは第二項（これらの規定を第二十七条の十二において準用する場

合を含む。）、第十四条第二項（第二十七条の十二において準用する場合を含む。）、第

十八条第一項若しくは第二項ただし書、第二十二条の二第一項ただし書、第二十七条

の十一の二第一項ただし書、第二十八条の十四第一項、第二十八条の四十一第三項、

第二十八条の四十六第一項、第二十八条の四十八、第九十九条第一項又は第九十九条

の六第一項の認可をしようとするとき。 

 六〜十三 （略） 

 

●電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成１２・０５・２９資第１

６号）（抜粋） 

第１ 審査基準 

（３７） 第２８条の４８の規定による広域的運営推進機関の予算及び事業計画の認可及び

変更の認可 

第２８条の４８の規定による広域的運営推進機関の予算及び事業計画の認可及

び変更の認可に係る審査基準については、予算又は事業計画が以下の方針に基づき

整理されており、広域的運営推進機関の業務の適正かつ確実な実施に支障を及ぼす

おそれがないと認められることとする。 

① 予算にあっては、広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令（平成２７年経

済産業省令第１２号。以下「財務会計省令」という。）第３条から第６条までの規定

に基づいていること。 

② 予算にあっては、広域的運営推進機関が業務を適正かつ確実に実施するために必要

十分な費用を計上し、別添２の１．（６）に規定する会費、特別会費及び補てん金を

収入としていること。 

③ 予算における人件費その他の費用にあっては、原則として、一般送配電事業託送供

給等約款料金審査要領その他の料金審査に係る考え方とそごがないこと。 

④ 広域的運営推進機関の成立の日を含む事業年度にあっては、電気事業法の一部を改

正する法律（平成２５年法律第７４号）による改正前の電気事業法第９３条第１項

に規定する送配電等業務支援機関の財産を譲り受けようとする場合には、当該財産

について第三者による評価等を受けていること。 
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⑤ 事業計画にあっては、財務会計省令第１０条の規定に基づいていること。 

⑥ 調達に当たっては、入札等を行うことを原則としていること。 

 

別添２ 

電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準につい

て 

 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２８条の１５の規定による広域的運営推進

機関（以下「推進機関」という。）の設立の認可に係る審査基準については、同条各号に認

可の基準が規定されているところであり、同条第４号のより具体的な基準は、次のとおりと

する。 

推進機関の設立の認可については、次に掲げる事項が、広域的運営推進機関設立認可申

請書又はその添付書類に明確に記載され、かつ、次に掲げる全ての要件に適合していると認

められるときでなければ、認可しないものとする。 

 

１．定款に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ適正に行われることが確実

であると認められることの基準 

（１）〜（５） （略） 

（６）会費に関する事項として、少なくとも次に掲げる事項が記載されていること。 

① 推進機関の運営費のうち、総会開催費等に係る費用については、理事会が会員の数

を勘案して決議する額を、会費として全ての会員に課す旨 

② 推進機関の運営費から、上記①により得られる会費及び前年度からの繰越金を差し

引いた額については、理事会が一般送配電事業者が自ら電気の供給を行う場合の需要

を勘案して決議する額を、特別会費として一般送配電事業者である会員に課す旨 

③ 推進機関の運営費のうち、電源入札等を実施した場合に必要となる補てん金につい

ては、理事会が決議する額を会費等に加え一般送配電事業者たる会員に課す旨 

④ 推進機関の運営費のうち、容量市場における入札を実施した場合に必要となる補て

ん金については、理事会が決議する額を会費等に加え一般送配電事業者又は小売電気

事業者たる会員に課す旨 

 

●広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令（平成二十七年経済産業省令第十二号）

（抜粋） 

 

（予算の内容） 

第三条 推進機関の予算は、予算総則及び収入支出予算とする。 

（予算総則） 

第四条 予算総則には、収入支出予算に関する総括的規定を設けるほか、次の事項に関する

規定を設けるものとする。 

一 第七条の規定による債務を負担する行為について、事項ごとにその負担する債務の限

度額、その行為に基づいて支出すべき年限及びその必要な理由 

二 第八条第二項の規定による経費の指定 

三 その他予算の実施に関し必要な事項 
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（収入支出予算） 

第五条 収入支出予算は、第二条第二項の規定により経理を区分した場合には当該経理ごと

に勘定を設け、収入にあってはその性質、支出にあってはその目的に従って区分するも

のとする。 

（予備費） 

第六条 推進機関は、予見することができない理由による支出予算の不足を補うため、収入

支出予算に予備費を設けることができる。 

２ 推進機関は、予備費を使用したときは、速やかに、使用の理由、金額及び積算の基礎を

明らかにした書類を経済産業大臣に提出しなければならない。 

（支出予算の流用等） 

第八条 推進機関は、支出予算については、当該予算に定める目的のほかに使用してはなら

ない。ただし、予算の実施上適当かつ必要であるときは、第五条の規定による区分にか

かわらず、相互流用することができる。 

２ 推進機関は、予算総則で指定する経費の金額については、経済産業大臣の承認を受けな

ければ、それらの経費の間若しくは他の経費との間に相互流用し、又はこれに予備費を

使用することができない。 

３ （略） 

（事業計画） 

第十条 電気事業法（以下「法」という。）第二十八条の四十八の事業計画には、法第二十

八条の四十各号に掲げる業務に関する計画を記載しなければならない。 

 

●電気事業法（昭和三十六年法律第百七十号）（抜粋） 

（業務）  

第二十八条の四十 推進機関は、第二十八条の四の目的を達成するため、次に掲げる業務を

行う。  

一 会員が営む電気事業に係る電気の需給の状況の監視を行うこと。 

二 第二十八条の四十四第一項の規定による指示を行うこと。 

三 送配電等業務（一般送配電事業者及び送電事業者が行う託送供給の業務その他の変電、

送電及び配電に係る業務をいう。以下この条において同じ。）の実施に関する基本的な指

針（第二十八条の四十五、第二十八条の四十六及び第二十九条第二項において「送配電

等業務指針」という。）を策定すること。 

四 第二十九条第二項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による検討及び

送付を行うこと。 

四の二 第三十三条の二第三項の規定による検討及び送付を行うこと。 

五 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者その他の

供給能力を有する者を募集する業務その他の供給能力の確保を促進するための業務を行

うこと。 

五の二 第九十七条第一項の卸電力取引所から第九十九条の八の規定による納付を受け、変

電用、送電用及び配電用の電気工作物の整備及び更新に関する費用の一部に充てるため

の交付金を交付すること。 
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五の三 前号に掲げる業務（第二十八条の四十七第一項、第二十八条の五十一第一号及び第

九十九条の八において「広域系統整備交付金交付業務」という。）を実施するため、第

二十八条の四十七第一項に規定する広域系統整備計画を策定すること。 

六 送配電等業務の円滑な実施その他の電気の安定供給の確保のため必要な電気供給事業

者に対する指導、勧告その他の業務を行うこと。 

七 送配電等業務についての電気供給事業者からの苦情の処理及び紛争の解決を行うこと。 

八 送配電等業務に関する情報提供及び連絡調整を行うこと。 

九 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

十 前各号に掲げるもののほか、第二十八条の四の目的を達成するために必要な業務を行う

こと。 

２ 推進機関は、前項各号に掲げる業務のほか、電気事業の広域的な運営の推進に資するた

め、電気工作物の災害その他の事由による被害からの復旧に関する費用の一部に充てる

ための交付金を交付することができる。 

３ 推進機関は、前二項に規定する業務の実施に当たつては、エネルギー政策基本法（平成

十四年法律第七十一号）第十二条第一項に規定するエネルギー基本計画その他のエネル

ギーの需給に関する施策の内容について配慮しなければならない。 
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資料５－１
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経済産業省 
 

２０２１０３１０電委第３号  
令 和 ３ 年 ３ 月 ● 日 

 
 
経済産業大臣 殿 

 
 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 
 
 
 

広域的運営推進機関の２０２１年度予算及び事業計画の認可につ

いて（回答） 
 
 
 
令和３年３月１０日付け２０２１０３０２資第１７号により貴職から当委員

会に意見を求められた広域的運営推進機関の２０２１年度予算及び事業計画の

認可については、認可することに異存はありません。 

 

 

 

 

 

 

資料５－２ 
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